
大規模氾濫等に関する減災対策の
取り組み状況について

令和７年６月１６日（月）

香川県大規模氾濫等減災協議会

資料-１



目 次

１ 洪水浸水想定区域図の作成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ １

２ 土砂災害警戒区域等の指定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ ６

３ ハザードマップの改良 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ ９

４ 災害リスクの現地表示 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ１２

５ 要配慮者利用施設における避難確保計画作成・避難訓練実施の促進・・・・・・ Ｐ１５

６ 水害・土砂災害に関する広報の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ１９

７ 防災教育の促進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ２０

８ 避難訓練への地域住民の参加促進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ２５

９ タイムラインの策定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ２９

10 水防情報システムからの河川水位等の自動通知 ・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ３３

11 自然災害伝承碑について ・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・ Ｐ３６

12 出水対策について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ４０

13 災害復旧事業に関する留意事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ４２



１ 洪水浸水想定区域図の作成(1/5)

(1)概要

□洪水浸水想定区域
想定し得る最大規模の降雨によって対象とする河川が氾濫した場合に、その氾濫水により
浸水することが想定される区域です。

浸水深の表示区分洪水浸水想定区域図

浸水深の表示区分は、建物内にいる人のリスク区分、及び大人が避難できる水深を考慮し
た表示区分により設定。（「洪水浸水想定区域図作成マニュアル」より）

5.0m以上：2階水没 3.0m以上：2階浸水 0.5m以上：1階浸水 0.5m未満：床下浸水（大人の移動困難）

1



１ 洪水浸水想定区域図の作成(2/5)

(1)概要

□法律の改正
特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」（R3.5.10公布、R3.7.15・R3.11.1施行）に
伴い、水防法や河川法等が改正されました。
洪水浸水想定区域の指定対象となる河川として、「洪水による災害の発生を警戒すべきも
のとして国土交通省で定める基準に該当するもの」が追加されました。（水防法第14条)

□改正の趣旨
水防法の改正により、法改正前には浸水想定区域の指定対象とされていなかった河川、下
水道、海岸のうち、周辺に住宅等の防護対象のあるものについて指定対象に追加し、水害
リスク情報の空白地帯の解消を目指すこととされました。
⇒ 洪水浸水想定区域の指定対象河川の拡大

①洪水予報河川・水位周知河川
（追加）②県管理河川のうち洪水による災害の発生を警戒すべきものとして

国土交通省令で定める基準に該当するもの
・ダム下流河川 ・小規模河川
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１ 洪水浸水想定区域図の作成(3/5)

(2)取り組み状況

□水位周知河川・ダム下流河川

令和４年５月に水位周知河川に指定した柞田川について、洪水浸水想定区域図を公表し、

それ以外について、平成３１年３月～令和３年５月、土木部が管理している１６ダムの

下流河川全２１河川については、令和４年５～７月に洪水浸水想定区域図を公表しました。
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１ 洪水浸水想定区域図の作成(4/5)

(2)取り組み状況

□今後の取り組み（小規模河川）

対象となる２８３河川のうち、２２４河川については令和６年１２月までに公表が完了し、
残り５９河川については、今年の１２月末に洪水浸水想定区域図を公表予定です。
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１ 洪水浸水想定区域図の作成(5/5)

(2)取り組み状況

【協力依頼】

洪水浸水想定区域に指定された場合は、下記の作業を実施していただくようにお願い
します。

・地域防災計画の修正
・ハザードマップの作成
・要配慮者利用施設の管理者等に対し、避難確保計画の作成や避難訓練の実施依頼

小規模河川の洪水浸水想定区域図の作成については、令和７年度末までの完成を目指し

ております。（ハザードマップの更新は令和８年度末まで）

5



２ 土砂災害警戒区域等の指定(1/3)

(1)概要

□概要

平成１３年度に施行された「土砂災害警戒区域における土砂災害防止対策の推進に関する

法律」に基づき、急傾斜地の崩壊等の土砂災害のおそれがある土地について、地形・地質

等の状況及び土砂災害防止施設等の設置状況や過去の土砂災害に関する調査（以下、基礎

調査という。）を行い、土砂災害警戒区域等（イエローゾーン及びレッドゾーン）の指定

を進めています。

出典：国土交通省ＨＰ
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２ 土砂災害警戒区域等の指定(2/3)

(2)取り組み状況

□市町別公表・指定一覧表
（令和７年２月末時点）

公表 指定

イエロー レッド イエロー レッド

高松市 1,722 1,503 1,721 1,502

丸亀市 370 252 370 252

坂出市 147 115 147 115

善通寺市 126 104 126 104

観音寺市 301 217 301 217

さぬき市 633 534 632 532

東かがわ市 553 476 551 474

三豊市 1,543 1,265 1,543 1,265

土庄町 283 203 283 203

小豆島町 441 266 441 266

三木町 266 238 260 232

直島町 107 99 107 99

宇多津町 30 24 30 24

綾川町 476 428 476 428

琴平町 40 27 40 27

多度津町 79 54 79 54

まんのう町 931 818 931 818

計 8,048 6,623 8,038 6,612

市町

令和７年度６月現在

□ 土砂災害警戒区域等は公表しているが、土地所有者等の同意が得られず、指定ができていな
い箇所については、県と市で連携しながら指定に向けて土地所有者への説明を行います。
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２ 土砂災害警戒区域等の指定(3/3)

(2)取り組み状況

□今後の取り組み

○既公表箇所の見直し

地形改変や県・市町により工事が実施された箇所について、見直しの基礎調査を行っています。

見直し基礎調査の結果、指定範囲の変更が必要となった箇所については、解除・再指定を

行います。

○新たな区域指定に向けた基礎調査

令和5年度 :高精度な地形情報を用いて、土砂災害が発生する

おそれがある箇所の抽出

令和6年度 :抽出した箇所の砂防基盤図の作成

令和7年度 :抽出した箇所の砂防基盤図の作成

令和8年度～：基礎調査、新たな土砂災害警戒区域の公表・指定

※砂防基盤図：区域指定に使用する地形図 砂防基盤図イメージ

【協力依頼】

新たな区域指定を今後数年かけて行う予定ですが、区域指定の説明会などの
地元調整をお願いすることとなりますので、よろしくお願いいたします。
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３ ハザードマップの改良(1/3)

(1)概要

□ハザードマップに関する法制度
ハザードマップの作成・周知に関する法制度は、「水防法」「津波防災地域づくりに関す
る法律」「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」等に規定
されており、主な内容は以下の通りです。

出典：国土交通省ＨＰ
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３ ハザードマップの改良(2/3)

(1)概要

□水害ハザードマップ作成時等におけるチェックシートの活用について【事務連絡】
他県の会計実地検査において、水防法や手引き等において記載する必要がある事項が記載
されておらず、水害時に人命・身体に直接影響を及ぼす可能性がある重要な情報が住民等
に提供されていない事例が確認され、下記に示すような事務連絡が発出されています。
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３ ハザードマップの改良(3/3)

(2)取り組み状況

□今年度の取り組み
今年度は、各種の区域指定の変更や追加に伴い、以下の市町において、ハザードマップの
更新を行っています。

□今後の取り組み
今後、各種の区域の指定や変更があった箇所について、順次、ハザードマップを更新して
いくこととしています。
なお、令和８年度は、以下の市町において、ハザードマップの更新を予定しています。

【協力依頼】

各市町において、ハザードマップを更新した際には、資料の提供をお願いします。

ハザードマップの種類
洪水浸水 高潮浸水 土砂

坂出市 ○
さぬき市 ○ ○
三木町 ○ ○

令和７年度：ハザードマップ更新予定

市町名

ハザードマップの種類
洪水浸水 高潮浸水 土砂 津波

坂出市 ○
さぬき市 ○

東かがわ市 ○
三豊市 ○ ○ ○ ○

小豆島町 ○
綾川町 ○ ○

多度津町 ○ ○ ○ ○
まんのう町 ○ ○

令和8年度：ハザードマップ更新予定

市町名
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４ 災害リスクの現地表示(1/3)

(1)概要

□概要
平成３０年７月豪雨による被害地域おいて、国が実施しているアンケート調査によると、
自宅が土砂災害警戒区域に含まれているかどうかを正しく認識していた人が約２割しかい
ないという結果も示されており、住民の方々の土砂災害警戒区域等への認知度が向上する
よう、土砂災害警戒区域等を表示した看板を公民館等に設置します。

出典：国土交通省事務連絡

【問】自宅が土砂災害警戒区域に含まれているか（又は含まれないか）知っていましたか。
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４ 災害リスクの現地表示(2/3)

(2)取り組み状況

□これまでの取り組み
昭和49年や昭和51年に大きな災害が発生して
いる小豆地域から、現地表示を実施。
（令和３年度）

土庄町、小豆島町：２３箇所
（令和４年度）

土庄町、小豆島町：２２箇所

□整備計画（令和５年度から）
8,048箇所の土砂災害警戒区域の現地表示を効果的に進めるため優先度評価を行う。
・対象区域の抽出

保全人家50戸以上
過去に災害実績のある箇所
→県内297区域抽出

砂防関係施設が未整備で、保全人家の多い区域から順に整備することとする。

令和６年度までで 県内１７５箇所に看板を設置
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４ 災害リスクの現地表示(3/3)

(3)今後の取り組み

□設置に関する手続き
○設置場所

市町の所有地・施設の場合
…県は工事着手前に使用許可、占用許可など必要な手続きを行う。

民間の所有地・施設の場合
…市町は工事着手前までに土地所有者と使用に関する承諾書を交わし、
県は市町から承諾書の写しをもらい受ける。

○維持管理
県が看板の維持管理を行う。また、看板設置後に土木統合台帳に必要な情報
を登録する。

□今後の取り組み
優先度の高い297区域については、令和６年度中に概ねの区域で整備完了し、
残る区域についても、令和７年度以降順次整備する予定です。

【協力依頼】

設置箇所や表示内容の検討等ご協力いただいているところですが、土砂災害
警戒区域等の認知度向上に向け、引き続き事業へのご協力をよろしくお願いし
ます。
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５ 要配慮者利用施設における避難確保計画作成・避難訓練実施の促進(1/4)

(1)概要

□要配慮者利用施設

社会福祉施設、学校、医療施設、その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施

設です。

□平成２９年の水防法等の一部改正

高潮及び洪水の浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の管理者等は、避

難確保計画の作成及び避難訓練の実施が義務となりました。

対象となるのは、要配慮者利用施設のうち、市町村地域防災計画にその名称及び所在地が

定められた施設です。

出典：国土交通省ＨＰ
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５ 要配慮者利用施設における避難確保計画作成・避難訓練実施の促進(2/4)

(2)取り組み状況

□昨年度の取り組み

【避難確保計画作成】

情報共有や施設管理者へ作成依頼など、これまで行ってきた取り組みにより、１年間で

作成済み施設が１８３箇所の増となりました。（作成率：７５％→７３％）

（令和5年9月末時点）

洪水浸水想定区域内 土砂災害警戒区域内 高潮浸水想定区域内

市町名 対象施設 避難確保計画 対象施設 避難確保計画 対象施設 避難確保計画

件数 作成件数 作成率 件数 作成件数 作成率 件数 作成件数 作成率

高松市 575 430 75% 79 75 95% 371 182 49%

丸亀市 159 114 72% 13 12 92%

坂出市 82 82 100% 12 12 100% 65 65 100%

善通寺市 28 28 100% 7 7 100%

観音寺市 46 36 78% 6 5 83%

さぬき市 19 18 95% 15 13 87%

東かがわ市 17 13 76% 6 1 17%

三豊市 48 25 52% 17 13 76%

土庄町 10 10 100%

小豆島町 19 18 95%

三木町 15 14 93% 3 3 100%

直島町 4 4 100%

宇多津町 33 31 94% 33 33 100%

綾川町 12 10 83% 2 2 100%

琴平町 23 14 61%

多度津町 59 59 100% 1 1 100%

まんのう町 15 15 100% 9 9 100%

計 1,131 889 79% 203 185 91% 469 280 60%

（令和6年9月末時点）

洪水浸水想定区域内 土砂災害警戒区域内 高潮浸水想定区域内

市町名 対象施設 避難確保計画 対象施設 避難確保計画 対象施設 避難確保計画

件数 作成件数 作成率 件数 作成件数 作成率 件数 作成件数 作成率

高松市 565 506 90% 80 77 96% 367 235 64%

丸亀市 170 131 77% 12 11 92% 78 60 77%

坂出市 145 82 57% 12 12 100% 107 65 61%

善通寺市 34 32 94% 7 7 100%

観音寺市 46 36 78% 6 5 83%

さぬき市 38 18 47% 13 13 100% 29 0 0%

東かがわ市 17 13 76% 5 1 20%

三豊市 45 28 62% 16 13 81% 59 0 0%

土庄町 12 12 100%

小豆島町 19 18 95%

三木町 19 14 74% 3 3 100%

直島町 4 4 100%

宇多津町 33 31 94% 33 0 0%

綾川町 12 10 83% 2 2 100%

琴平町 28 14 50%

多度津町 59 59 100% 1 1 100%

まんのう町 15 15 100% 9 9 100%

計 1,226 989 81% 201 188 94% 673 360 53%
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５ 要配慮者利用施設における避難確保計画作成・避難訓練実施の促進(3/4)

(2)取り組み状況

□今年度の取り組み

【避難訓練実施】

昨年度（９月末時点）の避難訓練の実施率は全体平均で約１４％と、まだまだ低い

状況です。

（令和６年度実施数_9月末時点）

洪水浸水想定区域内 土砂災害警戒区域内 高潮浸水想定区域内

市町名 対象施設 避難訓練 対象施設 避難訓練 対象施設 避難訓練

件数 実施数 実施率 件数 実施数 実施率 件数 実施数 実施率

高松市 565 64 11% 80 4 5% 367 33 9%

丸亀市 170 43 25% 12 6 50% 78 16

坂出市 145 0 0% 12 0 0% 107 0 0%

善通寺市 34 28 82% 7 1 14%

観音寺市 46 2 4% 6 0 0%

さぬき市 38 0 0% 13 0 0% 29 0 0%

東かがわ市 17 0 0% 5 1 20%

三豊市 45 16 36% 16 4 25% 59 0 0%

土庄町 12 12 100%

小豆島町 19 18 95%

三木町 19 4 21% 3 1 33%

直島町 4 3 75%

宇多津町 33 0 0% 33 0 0%

綾川町 12 6 50% 2 2 100%

琴平町 28 9 32%

多度津町 59 4 7% 1 1 100%

まんのう町 15 15 100% 9 9 100%

計 1,226 191 16% 201 62 31% 673 49 7%
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５ 要配慮者利用施設における避難確保計画作成・避難訓練実施の促進(4/4)

(2)取り組み状況

□今後の取り組み

令和３年３月に高潮浸水想定区域図、令和４年７月にダム下流河川、令和５年３月３１日、

１１月３０日、令和６年３月２９日及び１２月２６日に小規模河川の洪水浸水想定区域図

を公表しており、今年の１２月に小規模河川の洪水浸水想定区域図を新たに公表する予定

です。そのため、避難確保計画の作成等が必要となる要配慮者利用施設が増える場合があ

ります。

□公表場所

高潮浸水想定区域図：

https://www.pref.kagawa.lg.jp/kasensabo/kasen/takasiosinsou.html

洪水浸水想定区域図：

https://www.pref.kagawa.lg.jp/kasensabo/kasen/kouzuisinsou.html

香川県オープンデータカタログサイト（公表図のSHAPEデータ ）：
https://opendata.pref.kagawa.lg.jp/

【協力依頼】

新たに指定された高潮浸水想定区域および洪水浸水想定区域に要配慮者利用施設が
ある場合は、下記の作業を実施していただくようにお願いします。

・地域防災計画の修正
・要配慮者利用施設の管理者等に対し、避難確保計画の作成や避難訓練の実施依頼
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６ 水害・土砂災害に関する広報の充実

(1)概要

□概要
県では、住民の皆様の迅速な避難行動につなげるため、毎年、大雨シーズン前には、新聞
等において平時における水害・土砂災害リスク情報の確認や、台風や集中豪雨のときの情
報収集等について呼びかけています。

令和６年９月１４日四国新聞

□R6年度実績
新聞広告 R6.6.29 水害・土砂災害から命を守るために

R6.9.14 水害・土砂災害から命を守るために
R7.3.11 防災香川（巨大地震に備えよう）
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７ 防災教育の促進(1/5)

(1)概要

□防災教育
防災教育とは、究極的には命を守ることを学ぶことであり、そのためには、災害発生の理
屈を知ること、社会と地域の実態を知ること、備え方を学ぶこと、災害発生時の対処を学
ぶこと、そして、それを実践に移すことが重要です。

（出展：内閣府防災情報ページ）

□防災教育の促進
香川県では、防災教育の促進のため、講習会や出前講座の実施、イベントの開催、広報装
置の派遣、教育副読本の作成等を行っています。
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７ 防災教育の促進(2/5)

(1)概要

□これまでの取り組み
○出前講座の実施

香川県では、防災教育の一環として、小学校や民間企業などに講習会や出前講座を実施
しています。

○イベントの開催
防災について、広く知識を深めていただくために、自衛隊、高松地方気象台、香川大学
等の協力のもと「かがわ防災フェスタ」を毎年開催しています。

○広報装置の派遣
土砂災害防止に関する認識を深めるとともに、被害の防止、軽減を図るため、四国地方
整備局が所有している、降雨体験装置や土石流３Ｄシアターを各種イベントに派遣して
いただいています。

○土砂災害模型の貸出
防災訓練や教育現場等に土石流、地すべり、がけ崩れの3種類の模型ほか、災害に関する
パネルの貸出を行っています。

○教育副読本
小学生に土砂災害の知識を深めてもらうために「土砂災害から身を守ろう」と題した教
育副読本を作成しています。
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７ 防災教育の促進(3/5)

(2)取り組み状況

□今年度の取り組み
【かがわ防災フェスタ】

降雨体験装置

土砂災害模型実験などを出店チラシ
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７ 防災教育の促進(4/5)

(2)取り組み状況

◎環境キャラバン隊
…小中学校を中心に学校や地域で県職員が講師となり環境学習を行う出前講座

令和６年度から環境政策課の実施する「環境キャラバン隊」のプログラムの１つとして
河川砂防課の出前講座が加わりました。

プログラム名：気候変動と防災

概 要 ：気候変動の原因や私たちの暮らしへの影響について知り、県内で発生した災害
や模型を使い災害について分かりやすく学びます。頻発化・激甚化する災害に
対して、被害を少なくするために出来ることや避難の方法など、災害への備え
について学びます。

○学校での出前講座について積極的な声かけ、環境キャラバン隊の
ご活用をお願いします。
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７ 防災教育の促進(5/5)

(2)取り組み状況

◎小学校教員向け手引き「学校における『砂防学習』」の周知
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８ 避難訓練への地域住民の参加促進(1/4)

(1)概要

□法律等
平成２７年に改正された「土砂災害防止法」では、土砂災害に係る避難訓練の事項が盛り
込まれ、「土砂災害防止対策基本指針」では、土砂災害に係る避難訓練は毎年１回以上実
施することが基本とされました。

□土砂災害防止月間
国土交通省と都道府県では、防災・減災の取り
組みの一環として、梅雨や台風の時期を迎える
にあたり、毎年６月を「土砂災害防止月間」と
定めています。
その取組の一つとして、住民、市町村、都道府
県、国、防災関係機関等による「土砂災害・全
国防災訓練」を実施しています。

出典：ＮＰＯ法人土砂災害防止広報センター避難所運営に関する机上訓練
（綾川町・自治会連合会）

避難者の受付訓練
（小豆島町・安田自治会）
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８ 避難訓練への地域住民の参加促進(2/4)

(2)取り組み状況

【住民参加型の土砂災害・全国防災訓練（綾川町）】
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８ 避難訓練への地域住民の参加促進(3/4)

(2)取り組み状況

【住民参加型の土砂災害・全国防災訓練（東かがわ市坂元地区）】
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８ 避難訓練への地域住民の参加促進(4/4)

(2)取り組み状況

□今後の取り組み
土砂災害警戒区域等における住民参加による実践的な訓練を行うことで、土砂災害に対す
る避難体制の強化と防災意識の向上を図ります。

【協力依頼】

土砂災害警戒区域等における住民参加による実践的な防災訓練の実施をお願いします。
また、実施した避難訓練の取り組みについて、資料の提供をお願いします。

出典：土砂災害防止広報センターＨＰ
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９ タイムラインの策定(1/4)

(1)概要

□タイムラインの定義
タイムラインとは、災害の発生を前提に、防災関係機関が連携して災害時に発生する状況
を予め想定し共有した上で、「いつ」、「誰が」、「何をするか」に着目して、防災行動
とその実施主体を時系列で整理した計画です。

「いつ」 ・・・ 主な災害の発生時点から逆算した時間帯
「誰が」 ・・・ 防災機関や組織または住民
「何をするか」 ・・・ 事前に行う防災行動内容（あらかじめ調整し決める）

□水害対応タイムライン
水害を対象としたタイムライン（水害対応タイムライン）は、住民の避難に着目した「避
難指示着目型タイムライン」と、河川の特徴に応じて多様な防災行動を対象として、社会
経済被害の最小化を目指し多くの関係機関が連携し作成・運用する「多機関連携型タイム
ライン」があります。

水害対応タイムライン

市町長による避難指示等の発令に着目し、河川管
理者と市町長等が協力して作成します

地下街の浸水対策や高齢者の円滑な避難など、河
川の特徴に応じた多様な防災行動を対象として、
多くの関係機関が連携して作成・運営します

避難指示着目型タイムライン 多機関連携型タイムライン
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９ タイムラインの策定(2/4)

(2)取り組み状況

□香川県におけるタイムラインの策定
平成２８年度に洪水予報河川および水位周知河川の１２河川について、「避難指示着目型
タイムライン」を市町と連携して策定し、平成２９年度から本格運用を行っており、その
後、新たに水位周知河川に指定された３河川を追加し、次表のとおり計１５河川において
タイムラインを策定しています。

□タイムラインの活用等
作成したタイムラインについては、毎年５月に市町とともに確認を行うとともに、洪水等
の対応に関する訓練の際にも活用しています。
また、災害対応やその振り返り、訓練等の際に明らかとなった課題を踏まえて、随時、見
直しを行っていくこととしています。

【協力依頼】

訓練等の際に明らかになった課題等がありましたら見直しを行いますので、御報告を
お願いします。

また、人事異動の際、後任の水防担当者への引継ぎを確実に行ってください。
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９ タイムラインの策定(3/4)

(2)取り組み状況

□タイムライン策定状況
区分 水系名 河川名 市町名 策定年度

洪水予報河川 香東川 香東川 高松市 H28

津田川 津田川 さぬき市 〃

鴨部川（上流） 三木町 〃

鴨部川（下流） さぬき市 〃

新川（上流） 三木町 〃

新川（下流） 高松市 〃

春日川（上流） 高松市 〃

春日川（下流） 高松市 R3(分割による追加)

吉田川 高松市 R4

本津川（上流） 綾川町 H28

本津川（下流） 高松市 〃

丸亀市 〃

綾川町 〃

綾川（下流） 坂出市 〃

大束川（上流） 丸亀市 〃

坂出市 〃

宇多津町 〃

丸亀市 〃

善通寺市 〃

まんのう町 〃

琴平町 〃

多度津町 〃

弘田川 弘田川 多度津町 R4

高瀬川（上流） 三豊市 H28

高瀬川（下流） 三豊市 〃

財田川（上流） 三豊市 〃

観音寺市 R3(分割による追加)

三豊市 〃

柞田川 柞田川 観音寺市 R4

綾川（上流）

高瀬川

財田川

水位周知河川

鴨部川

新川

本津川

綾川

財田川（下流）

大束川
大束川（下流）

金倉川 金倉川

31



９ タイムラインの策定(4/4)

(2)取り組み状況

□タイムライン（例．高松市香東川）
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10 水防情報システムからの河川水位等の自動通知(1/3)

(1)概要

□水防警報の発表、水位情報の通知
水防法により、指定河川の洪水に関する水防警報の発表、水位情報の通知を、
県の水防計画に基づき各市町や高松地方気象台に通知連絡しています。

□令和６年度までの運用
県危機管理課の「防災情報システム」により、各市町に水位到達情報等を
通知し、通知アプリで受信確認。
また、高松地方気象台にはFAXを送信し、電話で受信確認。

□令和７年度からの運用
県河川砂防課の「水防情報システム」により、各市町及び高松地方気象台に
水位到達情報等を通知し、ウェブサイトで受信確認。
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10 水防情報システムからの河川水位等の自動通知(2/3)

(2)取り組み状況

□「水防情報システム」による自動通知
１．通知内容と受信確認

↑通知内容

↑受信確認
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10 水防情報システムからの河川水位等の自動通知(3/3)

(2)取り組み状況

２．自動通知機能で通知する情報一覧
＜水位＞
・水防警報発表「準備」（警戒レベル１相当）
・水防警報発表「準備」（警戒レベル２相当）
・氾濫警戒情報発表 （警戒レベル３相当）
・氾濫危険情報発表 （警戒レベル４相当）

＜潮位＞
・高潮氾濫発生情報発表（警戒レベル５相当）

＜土砂災害警戒情報＞
・発表
・解除

＜雨量＞
・時間雨量基準値超過（時間雨量20mm）
・累計雨量基準値超過（累計雨量80mm）

【協力依頼】

河川水位や土砂災害警戒情報は、避難指示等の避難情報発令の目安になる重要な情報
です。

水位到達情報等の通知がありましたら、通知情報の内容を確認をお願いします。
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11 自然災害伝承碑について (1/4)

(1)概要

□自然災害伝承碑とは
・過去に発生した津波、洪水、火山災害、土砂災害等の自然災害に係る事柄（災害の様相や

被害の状況など）が記載されている石碑やモニュメントです。
・当時の被災状況を伝えると同時に、当時の被災場所に建てられていることが多く、地図を
通じて伝えることは、地域住民による防災意識の向上に役立つと期待されます。

・2万5千分1地形図に地図記号として掲載をしているほか、地理院地図ではアイコンをクリッ
クすることで、碑の写真や伝承する災害名、伝承内容などを確認できます。

出典：国土地理院のＨＰに掲載の「自然災害伝承碑の取組を紹介する資料」を加工して作成
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11 自然災害伝承碑について (2/4)

(2)取り組み状況

平成30年 7月 平成30年7月豪雨（西日本豪雨）発生
平成31年 3月15日 測量行政懇談会で自然災害伝承碑の取組開始を報告し、報道発表
令和元年 6月14日 2万5千分1地形図図式が一部改正され、正式に自然災害伝承碑の地図記号

が制定される
令和元年 6月19日 地理院地図に掲載開始
令和元年 9月 1日 自然災害伝承碑を掲載した2万5千分1地形図を初めて刊行
令和 2年 7月16日 自然災害伝承碑の掲載数が1,000基を超える
令和 3年11月29日 更なる利活用推進のため、ハザードマップポータルサイトの重ねる

ハザードマップへの掲載を開始
令和 4年 9月28日 自然災害伝承碑の掲載数が1,500基を超える
令和 5年 9月28日 自然災害伝承碑の掲載数が2,000基を超える

香川県では、
19基が登録されています。
（令和7年6月16日現在）

【内訳】観音寺市4基、さぬき市2基、
東かがわ市4基、三豊市2基、
小豆島町6基、高松市1基

出典：国土地理院のＨＰに掲載の「自然災害伝承碑の取組の歴史」及び「自然災害伝承碑の取組を紹介する資料」を加工して作成

□自然災害伝承碑の取組の歴史
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11 自然災害伝承碑について (3/4)

(2)取り組み状況

□自然災害伝承碑への掲載について
地理院地図等で自然災害伝承碑の情報を掲載するに当たっては、市町において管内の自然
災害伝承碑について自ら把握していただき、国土地理院へ申請していただくこととしてお
ります。

出典：国土地理院のＨＰに掲載の「自然災害伝承碑＞市区町村担当者の皆様へ」を加工して作成
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11 自然災害伝承碑について (4/4)

(2)取り組み状況

【参考サイト】
国土交通省 国土地理院（自然災害伝承碑）
https://www.gsi.go.jp/bousaichiri/denshouhi.html

国土交通省 国土地理院（自然災害伝承碑＞市区町村担当者の皆様へ）
https://www.gsi.go.jp/bousaichiri/denshouhi_info.html

【申請・掲載に関するお問い合わせ先】
国土地理院 四国地方測量部

連絡先：087－811－1900（代表）
e-mail：gsi-bosai-08-si@gxb.mlit.go.jp

【協力依頼】

県内で未登録の「自然災害伝承碑」がありましたら、国土地理院 四国地方測量部まで
情報提供をお願いします。
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近年、気候変動の影響により風水害が頻発化・激甚化する他、出水期が
早まる傾向も見られ、本県においても、昨年、一昨年と５月に大雨による
被害が生じるなど、風水害のリスクが高まっている。

国からの通知でも、以下の留意点が示されている。

○出水対策の実施にあたっては、多くの関係者との事前の備えと連携を
強化し、防災・減災に係る取組を積極的に進められるよう配慮の上、
万全を期すこと。

○出水期前でも豪雨により災害が発生していることから、出水期前から
洪水等の発生を想定するなど、十分な対応に取り組むこと。

12 出水対策について(1/2)

（１）概要

出水対策の再確認！

R7.4.17付国水防第12号「出水対策について」を発出
（国土交通省水管理・国土保全局長通知）

1.所管施設等の管理について 2.災害時の体制の充実・強化 3.市町村等への支援措置について

4.TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）について 5.関係機関による連携体制の強化
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12 出水対策について(2/2)

（２）水防体制の強化

○施設管理者による施設点検
・出水期前点検を前倒して４月中の完了を目標とするとともに、施設が
高潮時や洪水時に（操作規則で）想定される動作ができるかを点検する。

○体制の強化
・施設管理者（県・市町）、水防管理者（市町）、操作者の情報伝達体制
等を確実なものとするため、毎年度初めに連絡体制を確認する。

・施設の動作確認と併せた操作訓練を出水期前に実施し、確実に施設の操
作に異常がないか確認（出水期前の施設点検と２重チェック）できる体
制を確立する。

○危機意識の共有
・異常時（高潮、豪雨等）に危険度の高い箇所を再確認する。
・県、市町で共通の危機意識を持って水防活動に取り組めるよう、地域
ごとの課題や問題点などを共有する。県は、必要に応じて操作規則の
改定や施設の補修工事等を行う。

水災害から地域住民の生命を守るため、事前の備えと県と市町の連携を
強化し、今後の水防対策に取り組む。
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13 災害復旧事業に関する留意事項について (1/4)

(1)災害復旧事業でよく誤解されていること

出典：国土交通省 令和７年度災害復旧事業主管課長会議資料より

①災害復旧事業は「元どおり」しかできないの？
●この「原形復旧」は「元どおりにすること」のみではありません。
●原形復旧が困難な場合や不適当な場合は、形状・寸法・材質・位置を変更して、従前の機能の
復旧を図ることも可能です。

・災害復旧事業は、治水事業や道路改良事業のように、災害の未然防止、或いは積極的に施設の効用を
増大したりする事業ではなく、公共土木施設が災害を被った場合に、その施設の従前の効用を速やか
に回復して公共の福祉を確保することを目的としています。

・従って、災害復旧事業の原則は被災した施設を原形に復旧することにあるとしています。
・しかし、災害の状況によっては、原形に復旧することが著しく困難又は不適当な場合があり、このよ
うな場合にはこれに代わるものを実施することは災害復旧事業とみなす事としています。

・災害復旧事業には、原形復旧、原形復旧不可能、原形復旧困難、原形復旧不適当の４ケースがありま
す。
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●速やかに復旧すべき箇所では、災害査定を待たずに応急工事を実施できます。
●応急工事には、応急本工事と応急仮工事があり、最終的に災害復旧に含めて採択されます。
■応急本工事は、復旧工事の全部または一部となる工事を応急的に先
行して実施するものです。

■応急仮工事は、河川の場合は仮締切や欠壊防止、道路の場合は仮道、
仮さん道、仮橋など、対象施設は限定され、必要最小限までが負担
法の対象となります。

13 災害復旧事業に関する留意事項について (2/4)

(1)災害復旧事業でよく誤解されていること

出典：国土交通省 令和７年度災害復旧事業主管課長会議資料より

②災害復旧事業は、「３年以内に完了」しなければならないの？
●公共土木施設災害復旧事業国庫負担法で定める「３箇年度以内」は、地方公共団体が早期に事業を完
了しようとする場合に、それができるように、財政の許す範囲において、政府が３箇年度以内に必要
な予算措置をすることを定めたもの。

●工事の規模、難易度、地形条件等に
より３箇年度以内に完了しない場合
も、必要な手続きを経て、４箇年度
以降も最後まで必要な予算措置を講
じることとしています。

【公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（抜粋）】
（緊要な災害復旧事業に対する政府の措置）
第八条の二
政府は、第三条の規定により国がその費用の一部を負担する災害復旧事業

のうち緊要なものとして政令で定めるものについては、これを施行する地方
公共団体又は地方公共団体の機関が当該年度及びこれに続く二箇年度以内に
完了することができるように、財政の許す範囲内において、当該災害復旧
事業に係る国の負担金の交付につき必要な措置を講ずるものとする。

③災害査定が終わるまで現場に着手できないの？

申請者として悩むのは…
・負担法の対象になるか否か
・応急本工事と応急仮工事の別
※大規模災害時に早期確認型査定を行う場合についても、査定前着工を実施できます。

災害後に悩む場合は…
・速やかに都道府県や防災課へ相談
・災害緊急調査、災害復旧技術専門家派遣を要請
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13 災害復旧事業に関する留意事項について (3/4)

(2)技術的支援・ガイドライン

出典：国土交通省 令和７年度災害復旧事業主管課長会議資料より

災害緊急調査・災害復旧技術専門家派遣制度
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13 災害復旧事業に関する留意事項について (4/4)

(2)技術的支援・ガイドライン

市町村における災害復旧事業の円滑な実施のためのガイドライン
・災害対応に従事する市町村職員向けに、大規模災害時においても迅速かつ円滑に災害復旧事
業を遂行できるよう、支援制度や参考となる取組、地域の先進事例などについてまとめたもの。

・いざ大規模災害が発生した時に『躊躇なく』支援制度の活用を検討できるよう、事前に必要
となる支援をピックアップしておくなど、平時からの準備が重要。

出典：国土交通省 令和７年度災害復旧事業主管課長会議資料より
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